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火災時の応急体制のポイント

• 通報を迅速に行えるか

• 入居者にも避難方法を教えているか

• 各部屋の避難完了の確認（区画の形成）

• 通常生活の中でできること

• 優先させるは避難

• ３階で火災、１・２階の入居者は？







社会福祉施設等に係る消防法令の改正について

 近年、社会福祉施設等で発生した死傷者を伴う火災を踏まえて、消防法令が

改正され、これら施設等の消防法上における用途区分や、スプリンクラー設備、

自動火災報知設備等の消防用設備等の設置基準が見直されました。

社会福祉施設等で発生した火災の概要 

いつ どこで 施設 被害 

平成２０年６月 神奈川県 障害者施設 死者３名、負傷者１名 

平成２１年３月 群馬県 高齢者施設 死者１０名、負傷者１名 

平成２２年３月 北海道 高齢者施設 死者７名、負傷者２名 

平成２５年２月 長崎県 高齢者施設 死者４名、負傷者８名 

平成２５年２月 新潟県 障害者施設 死者１名、負傷者５名 

１ 用途区分とは

  消防法令では、防火管理や消防用設備等の規制をする上で、火災危険性等

を考慮し建物の業態ごとにグループ分けをしています。このグループが「用

途」であり、消防法施行令の別表第１において１項から２０項までに区分さ

れています。

 （例）

 「４項：物販店」、「５項ロ：共同住宅」、「６項イ：病院」、「１２項イ：工場」

２ 用途区分の見直し（平成２７年４月１日施行）

  福祉サービスの多様化に伴い、様々な施設が出現しています。しかし、消

防法令の用途区分が、これら施設の実態と合わない状況が生じていることか

ら、これら施設の区分を明確にするため、見直されました。

※どの用途に区分されるかにより消防法上の規制が異なります。

（１）社会福祉施設等の区分の細分化

社会福祉施設等について現行の消防法令では、「老人、児童等の福祉援護

施設のうち、主として自力避難困難な者が入所する施設」を「６項ロ」とし、

「自力避難が困難とは言い難いものの、避難に当たり一定の介助が必要とさ

れる高齢者等が利用する施設」を「６項ハ」として区分していますが、更に

この区分が各々(1)から(5)までに細分化されました。

    例えば         ６項ロ(1)：高齢者施設関係
                ６項ロ(2)：救護施設
    ６項ロについては →  ６項ロ(3)：乳児院
                ６項ロ(4)：障害児入所施設
                ６項ロ(5)：障害者福祉施設関係



（２）障害者福祉施設の改正後の用途区分（消防法施行令別表第１抄録）

  ア ６項ロ(4) 
障害児入所施設

  イ ６項ロ(5) 
    障害者支援施設（避難が困難な障害者等を主として入所させるものに

限る。）、短期入所を行う施設（避難が困難な障害者等を主として入所さ

せるものに限る。）、共同生活援助を行う施設（避難が困難な障害者等を

主として入所させるものに限る。）

  ウ ６項ハ(5) 
    身体障害者福祉センター、障害者支援施設（６項ロ(5)のものを除く。）、

地域活動支援センター、福祉ホーム、生活介護を行う施設、短期入所を

行う施設（６項ロ(5)のものを除く。）、自立訓練を行う施設、就労移行支
援を行う施設、就労継続支援を行う施設、共同生活援助を行う施設（６

項ロ(5)のものを除く。）
（３）利用実態の一定基準

   利用実態により用途区分が変わる上記（２）下線部の障害者福祉施設に

ついては、「避難が困難な障害者等を主として入所させている」かにより判

断します。一般的には、障害支援区分４から６までの者が概ね８割を超える

施設にあっては６項ロ(5)、その他にあっては６項ハ(5)として区分されます。
※詳細は所轄の消防署にご確認ください。 

３ 消防用設備等の基準の見直し（平成２７年４月１日施行）

（１）スプリンクラー設備の設置基準

   ６項ロ(4)及び６項ロ(5)に区分される施設は、原則として面積にかかわら
ずスプリンクラー設備を設置することとされました。

（２）自動火災報知設備の設置基準 

   利用者を入居・宿泊させる６項ハ(1)～(5)に区分される施設は面積にかか
わらず自動火災報知設備を設置することとされました（６項ロ(1)～(5)は既
に義務付けられています）。 

（３）消防機関へ通報する火災報知設備に関する基準 

   ６項ロ(1)～(5)に区分される施設に設置する消防機関へ通報する火災報
知設備は、自動火災報知設備の感知器の作動と連動して起動することとされ

ました。 

（消防局予防部予防課）



社会福祉施設に係る防火管理体制の徹底について

 川崎市消防局では、火災を発生させない、死傷者を出さないために、各事業

所の方々に次の事項について積極的に取組んでいただくようお願いしておりま

す。

１ 消防法令違反の是正の徹底

  消防署の立入検査において、消防法令違反等の防火安全上の不備事項を指

摘されたときは、防火安全体制を確保するため早急に改善をお願いします。

 ※違反内容の例

（１）防火管理関係

   防火管理者の未選任、消防計画の未作成、消防訓練が年２回以上実施さ

れていない 等

（２）消防用設備関係

   消火器の未設置、自動火災報知設備の電源遮断、誘導灯の不点灯 等

（３）その他

   カーテンやじゅうたんに防炎表示がない、廊下や階段等に物が置かれて

いる、消防用設備等点検結果報告の未報告 等

２ 夜間における応急体制の確保

  万が一の火災に備え、従業員による避難誘導、通報等が確実になされる体

制を確保するため、定期的な訓練の実施をお願いします。

 ※訓練実施時の反省点の例

（１）慌ててしまって誘導、１１９番通報が不十分

（２）避難誘導時、全ての居室を確認できていない。

（３）避難目標時間を大幅に超えてしまう。

３ 火災予防対策の推進

  次の事項を参考の上、出火防止、避難経路の管理徹底等、火災予防対策の

推進をお願いします。

（１）喫煙等の火気管理の徹底を図ること。

（２）暖房器具や厨房機器等の火気使用設備・器具の管理徹底を図るとともに、

加熱防止装置などの出火防止機能に優れた機器等の使用を推進すること。

（３）階段、通路などの避難経路及び防火戸・防火区画の管理徹底を図ること。

（４）寝具・布張り家具（ソファー等）に防炎性能（これに相当する着火防止

性能を含む。）を有する製品の使用を推進すること。

（５）使用している機器類のリコールに注意を図ること。

（消防局予防部査察課）
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公表制度とは 

建物を利用しようとする者が、建物の防火 

に係る安全性の情報を入手し、利用を判断 

できるよう、消防関係法令に重大な違反の 

ある建物等を公表する制度です。 

公表制度とは 公表対象となる建物は 

劇場、遊技場、飲食店、百貨店、旅館、病

院、老人ホームなど不特定多数の人が出

入りする建物 
※ 消防法施行令別表第１（１）項から（４）項まで、（５）

項イ、（６）項、（９）項イ、（１６）項イ、（１６の２）項及び

（１６の３）項に掲げる建物 

公表方法と公表内容は 

●公表方法 

川崎市ホームページ 
（ http://www.city.kawasaki.jp/840/

page/0000059518.html） 

●公表内容 

建物名称、所在地、違反の内容 

公表対象となる違反は 

屋内消火栓設備、スプリンクラー設備又は

自動火災報知設備が未設置の場合 

消消防防関関係係法法令令にに重重大大なな違違反反ののああるる建建物物やや

店店舗舗にに関関すするる情情報報がが、、

平平成成２２６６年年１１００月月１１日日かからら

川川崎崎市市ホホーームムペペーージジでで確確認認ででききまますす。。
※※ 違違反反対対象象物物一一覧覧ののペペーージジ

hhttttpp::////wwwwww..cciittyy..kkaawwaassaakkii..jjpp//884400//ppaaggee//00000000005599551188..hhttmmll



公公 表表 まま でで のの 流流 れれ

立立入入検検査査

検検査査結結果果

のの通通知知

公公 表表

問合せ先

川崎市消防局予防部査察課

電話 ０４４－２２３－２７５３

公公表表のの通通知知

立立入入検検査査のの結結果果をを通通知知ししたた日日かからら１１４４日日をを経経過過ししたた日日ににおおいいてて、、なな

おお、、当当該該立立入入検検査査のの結結果果とと同同一一のの違違反反のの内内容容がが認認めめらられれるる場場合合

消消防防職職員員がが立立入入検検査査をを実実施施しし、、公公表表対対象象

ととななるる違違反反（（※※））をを確確認認
※※ 屋屋内内消消火火栓栓設設備備、、ススププリリンンククララーー設設備備又又はは自自動動

火火災災報報知知設設備備のの未未設設置置

立立入入検検査査のの結結果果をを通通知知（（防防火火対対象象物物立立入入

検検査査結結果果通通知知票票のの交交付付））

公公表表予予定定のの建建物物関関係係者者にに公公表表すするる事事項項、、

公公表表方方法法、、公公表表予予定定日日をを通通知知（（公公表表通通知知

書書のの交交付付))

川川崎崎市市ホホーームムペペーージジでで建建物物名名称称、、所所在在

地地、、違違反反のの内内容容をを公公表表


